
２．橋本市の財務書類４表

※　平成２４年度橋本市財務諸表４表（連結）　【総務省改訂モデル】

（単位：千円） （単位：千円）

金　　額 金　　額

　１．公共資産 192,292,110 　１．固定負債 68,000,072 経常費用

　　　（１）土地 54,666,528 　　　（１）普通会計地方債 33,639,307 　１．人にかかるコスト

　　　（２）建物等 130,476,148 　　　（２）公営事業地方債 25,277,662 　　　（１）人件費

　　　（３）無形固定資産 7,105,063 　　　（３）関係団体地方債 2,312,157 　　　（２）退職手当引当金繰入

　　　（４）売却可能資産 44,371 　　　（４）退職手当引当金等 6,770,946 　　　（３）賞与引当金繰入額

　２．投資等 6,401,529 　　　（５）その他 0 　２．物にかかるコスト

　　　（１）投資及び出資金 56,109 　２．流動負債 7,079,449 　　　（１）物件費

　　　（２）貸付金 166,169 　　　（１）翌年度償還予定地方債等 4,326,786 　　　（２）減価償却費

　　　（３）基金等 4,970,731 　　　（２） 翌年度支払予定退職手当等 1,181,754 　　　（３）維持補修費等

　　　（４）長期延滞債権 1,219,813 　　　（３）その他 1,570,909 　３．移転支出的なコスト

　　　（５）その他 178,529 75,079,521 　　　（１）社会保障給付

　　　（６）回収不能見込額 △ 189,822 金額 　　　（２）補助金等

　３．流動資産 9,694,737 　　　（３）他会計への支出額

　　　（１）資金 7,637,932 　　　（４）公共資産整備補助金等

　　　（２）未収金 1,273,954 　４．その他のコスト

　　　（３）その他 803,198 　　　（１）公債費（利払）等

　　　（４）回収不能見込額 △ 20,347 　　　（２）回収不能見込額

　４．繰延勘定 378,219 133,687,074 　　　（３）その他行政コスト

208,766,595 208,766,595

（単位：千円）

　１．経常的収支 （単位：千円）

　２．公共資産整備収支

　３．投資・財務的収支 　期首純資産残高

　翌年度繰上充用金増減額 　純経常行政コスト

　当期収支 　財源調達

　期首資金残高 　　　地方税

　経費負担割合変更に伴う差額 　　　地方交付税

　期末資金残高 　　　補助金等受入

　＜基礎的財政収支＞ 　　　その他

　　収入総額 　資産評価替・無償受入

　　支出総額 　その他

　　地方債発行額 　期末純資産残高

　　地方債元利償還額

　　減債基金等増減

基礎的財政収支（プライマリーバランス）

※　対象会計内で相互重複する分（繰入、繰出等）については、相殺消去しています。また、一部事務組合については、各構成市町村の負担金の負担率等で数値を按分して算入しています。

（対象会計）　【普通会計】一般会計、簡易水道事業特別会計の一部、住宅新築資金等貸付事業特別会計、墓園事業特別会計、土地区画整理事業特別会計
　　　　　　　　　【企業会計】病院事業会計、水道事業会計
　　　　　　　　　【特別会計】簡易水道事業特別会計、公共下水道事業特別会計、農業集落排水事業特別会計、駐車場事業特別会計、指定訪問看護事業特別会計、国民健康保険特別会計、介護保険特別会計、
　　　　　　　　　　後期高齢者医療特別会計
　　　　　　　　　【一部事務組合】橋本周辺広域市町村圏組合、伊都郡町村及び橋本市老人福祉施設事務組合、伊都郡町村及び橋本市児童福祉施設事務組合、橋本伊都衛生施設組合、伊都消防組合、和歌山県市町村総合事務組合（町村
　　　　　　　　　　議会議員公務災害補償分、非常勤職員公務災害補償分、学校医等公務災害補償分）、和歌山地方税回収機構、後期高齢者医療広域連合
　　　　　　　　　【その他】橋本市土地開発公社、文化スポーツ振興公社、橋本市シルバー人材センター、橋本市社会福祉協議会

貸借対照表 行政コスト計算書

資産の部 負債の部 　貸借対照表は、住民サービスを提
供するために保有している財産（資
産）と、その資産をどのような財源
（負債及び純資産）で賄ってきたか
を総括的に表したものです。左側に
資産、右側に負債及び純資産を表
示しています。
　連結ベースでの資産合計は、約
2,088億円でそれを賄う財源として負
債（将来世代が負担するもの）が約
751億円、純資産（現世代が負担し
てきたもの）が、約1,337億円となっ
ています。
　無形固定資産の約71億円は、大
滝ダムの取水権等です。長期延滞
債権や未収金は市税、国保税、介
護保険料などの滞納分であり、回収
不能見込額は過去5年間の不能欠
損実績率で算出しています。また、
繰延勘定の約4億円は、市民病院
建設時に支払った消費税で、年々
減っていきます。
　負債においては、地方債等（翌年
度償還分含む）約671億円、退職手
当引当金等が約80億円で構成され
ています。

項　　　　　　　目 金    額
　行政コスト計算書は、資産形成につなが
らない人的サービスや給付サービスなど
の行政サービスに伴うコストと、使用料・
手数料などの収入を表しています。今まで
の決算書類などでは表われなかった減価
償却費なども計上しています。
　連結ベースでの費用総額は約508億円
となっており、内訳として人にかかるコスト
が約93億円、物にかかるコストが約129億
円、移転支出的なコストが約259億円、そ
の他のコストが約27億円となっています。
　　上記のコストを賄う収益が約208億円
で、差し引き約300億円が純経常行政コス
トとなります。

50,808,775

9,269,998

8,091,636

711,580

466,782

12,914,702

7,216,466

5,337,973

360,263

25,949,917

負債合計 21,353,532

純資産の部 3,669,877

777,630

148,878

2,674,158

1,098,268

42,711

純資産合計 1,533,179

資産合計 負債純資産合計 経常収益 20,831,773

　使用料、分担金・負担金、事業収益等 20,831,773
　　　　　資金収支計算書 純経常行政コスト　（経常費用－経常収益） 29,977,002

項　　　　　　　目 金    額
　資金収支計算書は、現金の流れを示す
ものです。収支を性質に応じて区分し、ど
のような活動に資金を活用したかを表して
います。
　連結ベースでの資金の当期収支はプラ
ス約9億円で平成24年度末の資金（歳計
現金）は約76億円となりました。
　また、基礎的財政収支（プライマリーバラ
ンス）はマイナス約12億円となり、プライマ
リーバランスがとれていない状況となって
います。

6,462,302 純資産変動計算書

△ 1,290,503 項　　　　　　　目 金    額

△ 4,240,346 133,473,850

0 △ 29,977,002

931,453 29,107,731

　純資産変動計算書は、純資産（正味の資
産）がその年度中にどのように増減したかを
表します。
　連結ベースでの純資産は、昨年度に比べ
て2億円増加しています。
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5,336,200

△ 121,961
△ 1,244,459

2,205,883

60,798,593 920,585

△ 59,866,585 161,910

△ 7,390,706 133,687,074
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